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子会社株式の譲渡にかかる検討開始のお知らせ 

 

 

当社は、本日（平成28年６月14日）、下記のとおり、子会社のG L BOWRON & CO LIMITED株式を第三者へ

譲渡する検討を開始しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式譲渡検討開始の理由 

当社グループは、平成元年６月、G L BOWRON & CO LIMITED（以下、「G 社」という。）を買収・子会社

化いたしました。G 社では当初、ダイレクトセールス用高級毛皮寝具（以下、「毛皮寝具」という。）の生

産を行っておりました。 

その後、当社グループは、生産コスト低減を目的として、G 社での毛皮寝具の生産を徐々に、中国や東

南アジア諸国の外注先へシフトしてまいりました。その間において、G 社は、生産余力が生じたため、量

販店向け卸売用リビング用品の生産・販売を強化してきた結果、現在では、当社グループ卸売の主力子

会社となっております。 

現在、G 社と、G 社主要販売先である Ikea Trading HK Ltd（以下、「I 社」という。）との取引関係は

良好ですが、取引契約期間は単年度となっており、来期以降の取引継続は保証されておらず、依存度も

高い状況であります（平成 28 年３月期においては、I 社への売上高（注）は連結売上高の 19.8％を占め

ております）。 

以上の状況をふまえ、当社は、G 社株式を第三者へ譲渡することを検討してまいります。当該株式譲渡

が実現した場合、当社は、ダイレクトセールス、卸売、レンタル、ホテル・旅館向け販売等の国内事業

へより一層、経営資源を集約することが可能となり、中長期的な経営基盤の安定と企業価値の向上につ

ながるものと判断しております。 

（注）I社同一企業グループに属する他の会社に対する売上高を合算しております。 
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２．G社（異動を検討する子会社）の概要 

（１） 名 称 G L BOWRON & CO LIMITED 

（２） 所 在 地 2-12 Long Street, Woolston, Christchurch, New Zealand 

（３） 代 表 者 Managing Director 齋藤 彰 

（４） 事 業 内 容 毛皮製品製造・販売 

（５） 資 本 金 7,300千ニュージーランドドル 

（６） 設 立 年 月 日 昭和11年３月２日 

（７） 大株主及び持株比率 HATCHI SYDNEY CORPORATION PTY. LIMITED 

（当社完全子会社㈱丸八真綿の完全子会社）100％ 

資 本 関 係 上記（７）に記載しております。 

人 的 関 係 G社取締役２名が当社取締役を兼務しております。 

（８） 上場会社と当該会社

との間の関係 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） G社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2013年 12月期 2014年 12月期 2015年 12月期 

純 資 産 1,009,997千円 1,178,665千円 1,510,044千円

総 資 産 3,177,854千円 3,788,647千円 3,062,420千円

１ 株 当 た り 純 資 産 138.36円 161.46円 206.86円

売 上 高 2,991,743千円 4,385,803千円 5,420,825千円

営 業 利 益 38,246千円 62,195千円 787,594千円

経 常 利 益 58,856千円 62,952千円 373,239千円

当 期 純 利 益 71,097千円 77,097千円 461,101千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 9.74円 10.56円 63.16円

１ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

※G社グループの経営成績及び財政状態（G社を頂点とし、G社並びにG社子会社を含めた連結決算）を

記載しております。 

※2013年 12月期は決算日を変更したことにより会計期間は９か月となっております。 

 

３．その他 

異動方法、譲渡の相手先の概要、譲渡株式数・金額、日程については、開示が可能となり次第、「開

示事項の経過」として追加で開示いたします。また、本株式譲渡による当社の連結業績に与える影響は、

今後精査のうえ、確定次第お知らせします。 

 

以 上 


